伊東市後援名義使用承認事務取扱要綱
（目的）
第１条　この要綱は、市の後援（以下「後援」という。）の名義使用承認について、必要な事項を定めることを目的とする。
　（後援の定義）
第２条　この要綱において後援とは、主催者の行う事業の趣旨に賛同し、その開催を支援することをいう。
（承認の基準）
第３条　市長は、次に掲げる要件を満たす場合に後援の名義使用承認をするものとする。ただし、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団、伊東市暴力団排除条例（平成２４年伊東市条例第１９号）第２条第３号に規定する暴力団員等又はそれらのものと密接な関係を有する者が主催する事業は、後援の名義使用を承認しない。
⑴　事業の主催者が次のいずれかに該当するものであること。
ア　国又は地方公共団体
イ　学校等の教育機関又はこれら教育機関の連合体
ウ　公益法人及びこれに準じる団体
エ　新聞社、放送局等の報道機関
オ　その他団体の存在及び基礎が明確で、事業遂行能力が十分あるものと市長が認めるもの
⑵　事業の内容が次のいずれにも該当するものであること。
ア　市民の健康福祉の向上、観光・産業振興、教育・文化・スポーツ等の普及に寄与すると認められるもの
イ　広く市民を対象とし、市内で開催されるもの及び市外で開催されるもののうち本市を広く知らしめることが期待できるもの
ウ　営利目的でないもの。ただし、入場料、参加料等を徴する場合は、その額が適切であるもの
エ　宗教的又は政治的目的を有していないもの
オ　公衆衛生、事故防止等について十分な措置が講じられているもの
カ　市の施策に係る方針に支障を及ぼさないもの
（後援の申請）
第４条　後援の名義使用承認を受けようとするもの（以下「申請者」という。）は、原則として事業実施日の１か月前までに伊東市後援名義使用承認申請書（第１号様式）により市長に申請しなければならない。
２　後援事業が入場料、参加料等を徴するものである場合は、原則として前項の申請書に収支予算書を添付しなければならない。
３　市長は、第１項の規定による申請を審査するため、必要な資料の提出を申請者に求めることができる。
（後援の決定）
第５条　市長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査の上、後援の名義使用の可否を決定し、伊東市後援名義使用承認・不承認通知書（第２号様式）により申請者に通知するものとする。
２　市長は、前項の規定により後援の名義使用承認をする場合において、必要があると認めるときは、申請者に条件等を付することができる。
（事業計画の変更）
第６条　前条の規定により後援の名義使用承認を受けたもの（以下「後援事業者」という。）
　は、後援の名義使用承認を受けた事業（以下「後援事業」という。）の内容等を変更する場合は、あらかじめ伊東市後援事業変更承認申請書（第１号様式）により市長に申請し、その承認を受けなければならない。
２　市長は、前項の規定による変更の申請があった場合は、その内容を審査の上、後援事業の内容等の変更の可否を決定し、伊東市後援事業変更承認・不承認通知書（第２号様式）により後援事業者に通知するものとする。
（承認の取消し）
第７条　市長は、後援事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、後援の名義使用承認を取り消すことができる。
⑴　第３条第２号に規定する要件に該当しなくなった場合
⑵　提出書類に虚偽の事実を記載し、又は申請について不正の行為があった場合
⑶　後援承認に付した条件等に従わなかった場合
２　市長は、前項の規定により後援の名義使用承認を取り消す場合は、伊東市後援名義使用承認取消通知書（第３号様式）により後援事業者に通知するものとする。
　（報告書の提出）
第８条　後援事業者は、後援事業完了後１か月以内に、伊東市後援名義使用事業実施報告書（第４号様式）を市長に提出しなければならない。
２　後援事業が入場料、参加料等を徴するものであった場合は、原則として前項の報告書に収支決算書を添付しなければならない。
（委任）
第９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
　この要綱は、平成２５年８月１日から施行する。
